（様式１）

予算要求資料
平成28年度当初予算　支出科目　款：02総務費　項：01総務管理費　目：06会計管理費
	事業名　新地方公会計標準ソフトウェア導入・運用事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　出納事務局　出納管理課　総合財務係　電話番号：058-272-1111（内 3221）

　　　　　　　E-mail： c11113@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　10,333千円（前年度予算額： 0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	10,333
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,333

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・総務省より地方公会計制度の整備促進の一環として、平成29年中に統一的な基準に準拠した財務書類（平成28年度決算ベース）を作成することが求められている。

統一基準に準拠した財務書類の作成を効率的に行うため、地方公共団体情報システム機構（以下J-LIS）が提供する地方公会計標準ソフトウェアを導入する。
（２）事業内容

・地方公会計標準ソフトウェアの機器調達、設置・初期設定、同ソフトウェアの導入、運用保守業務を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

県10/10（県で利用するシステムを導入するため）
（４）類似事業の有無
有
　総務省の進める地方公会計制度整備の一環として、標準ソフトウェアが提供されるため、多くの地方自治体においても同ソフトウェアの導入が行われる。

３　事業費の積算内訳
　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	H28

	機器調達等
	8,596

	設置・初期設定
	1,737

	合計
	10,333


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　H26. 4.30　総務省が財務書類の作成に関する統一的な基準を提示
　H27. 1.23　総務省より「統一的な基準による地方公会計マニュアル」が公開
　　　　　　 総務省より標準ソフトウェアの無償提供予定を通知
　H27. 6.30　J-LISより標準ソフトウェアの仕様書（暫定版）等が公開
　　（以下予定）

　H27. 9.30　J-LISより標準ソフトウェア及び仕様書の提供開始
　　　　　　 J-LISより固定資産台帳機能リリース
　H27.12.25　J-LISより財務書類作成機能リリース
　H28. 3.24　J-LISより活用機能リリース
　H29年度中 統一的な基準に準拠したH28年度財務書類を公開

（２）後年度の財政負担
　　運用経費及び、機器の更新費用。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・平成29年度末までに、統一基準による財務書類（平成28年度決算ベース）を作成する必要があるため、これに対応できるよう導入作業を行う。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	統一的基準に準拠した財務諸表を作成することが目標であるため、定量的な指標で達成度を示すことができない。


（前年度の取組）

	・財政課による会議への参加

公会計整備推進連絡会議（2回）

固定資産台帳WG（3回）
財務書類作成WG（2回）


（前年度の成果）

	・平成29年度中に統一的な基準に準拠した財務書類の作成をするため、地方公会計標準ソフトウェアを導入することで対応することとした。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	地方公会計制度の整備については、総務省が全地方自治体を対象に進めている事業であるため、県としても基準に準拠した財務書類の作成が必要である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	国及び、関連団体、他自治体の動向を注視し、総務省の要請時期（平成29年度中の平成28年度決算書類作成）に間に合うように財務書類の作成が行えるよう、標準ソフトウェアの導入を進める。




（次年度の方向性）
	総務省の地方公会計の整備方針に合わせて、標準ソフトウェアの運用・更新に対応していく。




